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　2004年度、『史資料ハブ地域文化研究』「在地固有文書班」は、中国の文書史料に関して、二つ
の事業を行った。その一は、筆者臼井佐知子がこれまで中国で入手してきた文書史料の約半分
計約500件の整理、およびマイクロ化とデジタル化である。その二は、中国安徽省黄山市地方志
辦公室（黄山市の地方志を編纂するために置かれた室。現在編纂される地方志も明清時代に編纂
された地方志と同様、資料の収集を含めて、数年の月日をかけて編纂される。）収蔵の「徽州文
書」1550件のマイクロ化とデジタル化である。
　本事業の目的は、資金不足によって、歴史研究およびその他の研究を行う上で重要にして貴重
な資料が整理公開ができていない情況に対し、整理と公開のために資料をマイクロ化、デジタル
化することにある。中国の「徽州文書」の価値については、すでに「アジアにおける在地固有文
書解題―中国徽州文書」（『史資料ハブ地域文化研究』No.1、2003年3月）において述べたが、徽州研究は
中国国家の重点研究とされ、研究が進んでいるとはいえ、「徽州文書」のマイクロ化、デジタル
化は、同じく近代中国における「五大発見」の一つである北京の第一歴史档案館が収蔵する「故
宮明清档案」に比べて著しく遅れている。その最大の原因は、「故宮明清档案」は台湾の歴史語
言研究所に一部が収蔵されているのを除けば、北京の第一歴史档案館に専ら収蔵保管されている
のに対し、「徽州文書」はその歴史的経緯（拙著『徽州商人の研究』汲古書院、2005年、21頁～ 24頁参照）の
ために、分散して収蔵保管されていることにある。すなわち、「故宮明清档案」の整理とマイク
ロ化、デジタル化が、国家事業として統一的に大規模かつシステマティックに行われているのに
対し、「徽州文書」は、その収蔵者の認識に差異があり、また資金や整理保管能力を有する人材
の数も細分化されており、資金を得ることができた範囲で個々に整理等を行うという状態にある
からである。
　「徽州文書」の収集整理について、これまで諸外国の資金提供によって行われた事業としては、
第一に、中国社会科学院歴史研究所所蔵の徽州文書の一部が米国の資金によって『徽州千年契約
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文書』40冊として出版された。第二に、外国ではないが、台湾の歴史語言研究所が資金を提供し、
中国社会科学院歴史研と、その所蔵するところの徽州文書のすべてのコピーを入手する契約を交
わした。外部資金の導入が中国社会科学院歴史研究所に集中しているのは、歴史研究所徽州文献
センターの責任者周紹泉氏の意志と努力があったためである。そのため、一昨年、周紹泉氏は亡
くなると、台湾との事業は停滞しているときく。
　すでに分散して収蔵保管されている「徽州文書」を「故宮明清档案」のように集中的に収蔵保
管することは難しい。しかし、それでもこのまま「徽州文書」を分散的に保管していたのでは問
題があるとして集中的に保管整理しようとする動きがなかったわけではない。その際、中国社会
科学院歴史研究所の「徽州文献研究中心」がまさしく中心となることが期待されていた。それは
中国社会科学院歴史研究所が首都の北京にあるということもあるが、なによりも「徽州文書」に
ついて他の追随を許さない知識と経験をもち、かつ誰からも敬愛されていた周紹泉氏の存在が
あったからである。今回の協力者、翟屯建氏も以前に最も多くの徽州文書を収蔵する安徽省黄山
市博物館館長であったとき、以上の認識の下で努力されていた。しかし、周紹泉氏の死去によっ
て、中国社会科学院歴史研究所の「徽州文献研究中心」は解散した。
　中国において徽州文書を所蔵する機関は少なくない。しかし、前述したように、その中で最も
多く所蔵するのは、黄山市博物館であり、3万件以上におよぶという。筆者はかつて当時博物館
長であった翟屯建氏の好意で、書庫に入れさせてもらった。そこで、コンクリートの床に直接
積み上げられ腐るに任せ、一度手にすれば、ほこりが舞い立つ「徽州文書」を見た。翟屯建氏
はこの情況をなんとか打開したいという意志をもっておられた。そこで、COEプログラムが始
まると同時に、黄山市博物館収蔵の「徽州文書」の“救済”を手助けすることを考え、すでに中
国安徽省黄山市地方志辦公室副主任となられていた翟屯建先生を通じて黄山市博物館に申し出
た。しかし、黄山市博物館の反応はよいものではなかった。翟屯建先生の説得は真摯なものであ
り、副館長も当初は努力すると約した。しかし、結論は否であった。聞くところによれば、その
頃、我々の100倍近い経費でフランスのアカデミーから同様の申し出があったそうである。その
件は、契約書を交わすまでに至ったが、結局博物館の拒否によってダメになったと聞く。このこ
との正否は定かではない。
　いずれにせよ、翟屯建先生と筆者とは貴重な歴史資料である「徽州文書」を収集整理し公開し
て、歴史を含めた中国研究の一助としたいという点において共通の意志を持つ。そこで、第二案
として、中国安徽省黄山市地方志辦公室所蔵の徽州文書約3000件のデジタル化を行うこととし
た。これらは実質的には、翟屯建氏が収集されたものである。翟屯建氏は、行政官であると同時
に徽州文書の優れた研究者でもある。従って、その収集された「徽州文書」は、当然のことなが
ら歴史資料として価値あるものが多い。今年度以降も、これらの文書史料について、目録化を進
めると同時に予算可能な限りで新たな文書資料のデジタル化を進める予定である。
　最終的目的としては、整理しデジタル化した文書史料をもとに、中国の文書史料について、国
際的研究体制をつくることである。しかし、欧米では、オランダ、イギリス、アメリカに数人の
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徽州研究者はいるが、近年は管見の限りでは研究が発表されていない。推測するに、徽州研究を
行うには、文書史料を読みこなす能力が必要である。そのため、欧米の人々にとっては継続的に
研究することは難しいと考えられる。台湾では近年台湾の文書資料の収集整理が進みつつあるが、
それを用いての研究は未だほとんど行われていない。まして「徽州文書」についての研究者は皆
無である。日本においては、鈴木博之、渋谷裕子両氏が一部徽州文書を用いた研究を行ってきて
おり、中島楽章、熊遠報両氏および筆者による「徽州文書」を用いた著作も刊行された。しかし、
渋谷氏や中島氏は近年徽州研究から離れつつある。さらに、中国の徽州研究も、周紹泉氏が亡く
なり、唐力行氏が徽州研究から離れる時期があるなど、以前のような勢いを失いつつある。
　しかし最近、安徽大学の劉伯山氏が収集された徽州文書が刊行された。翟屯建氏によれば、安
徽大学徽学研究センターの劉伯山氏は、以前黄山市社会科学会総合会に勤めていたが、80年代
の後半から90年代の末に至るまでに収集した各種の契約、稿本、族譜などの総数は1万1千部
（冊）あまりに達しているという。2001年5月19日、劉氏によってこれらの文書はすべて安徽大
学徽学研究センターに寄贈され、同センターに特別に設けられた“伯山書屋”の特別収蔵室に収
蔵されている。この後も劉氏は徽州文書の収集を続け、収蔵数を大きく伸ばし、現在では総数5
万部（冊）あまりに達している。そのうち、族譜は50部あまり含まれている。上海復旦大学の
王振忠氏は、90年代のはじめより徽州文書の収集を開始したが、現在に至るまで、契約を除くと、
稿本、抄本が約3000冊、徽商の書簡のオリジナルが8000件強、そのほかの郷土文献は、総数1
万数千部（冊）に及んでいる。また、翟屯建氏は80年代後半から徽州文書の収蔵を開始し、現
在では、一万件に達しようとしているという。ちなみに、外国人の筆者が収集した「徽州文書」
は約1000件である。
　黄山学院図書館は、2000年の後半以後、徽州文書の収蔵を重視し、その収集に力を入れ、現
在収蔵総数は4万部（冊）に達している。また、安徽省档案館は中華民国時代より前の徽州文書
を5千件近く所有している。黄山市及び各区県の档案館などの档案部門もまた、徽州文書を少な
からず収蔵しており、その送料は約4万部（冊）あまりである。休寧県档案館の所蔵する土地冊
簿、魚鱗図冊などの土地冊簿は、清代初期から民国期まで、およそ300年あまりの時代の文書が
揃っている。この300年という長い時代の間、この県の自然村ごとに、またその村の農戸ごとに
も、土地の使用と管理を記録した土地簿冊があり、系統だった記録が残されている。これらの土
地簿冊はあわせて4158巻で、9つの大きな分類に分けることができる。
　上記以外にも、大量の徽州文書が個人や蒐集家、文書の受領者ないし作成者の家に保管されて
いる。劉伯山氏の計算によれば、目下個人の蒐集家が収蔵している徽州文書は、約7万5千件で
あり、また個人の家に保管されている文書の数量は、8～ 13万件前後である。
　最近は、機関が収蔵する「徽州文書」の整理公開が手続きの困難さで遅れをとっている現状に
比べ、個人が収集した「徽州文書」の整理公開が積極的に推し進められているといえる。
　今回、中国安徽省黄山市地方志辦公室収蔵の「徽州文書」の撮影者は、歴史資料の撮影経験が
豊富なだけではなく、優れた写真家でもある李駿氏である。従って、筆者が収蔵する「徽州文
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書」500件を日本の専門業者に依頼して撮影してデジタル化したものに比べて、はるかに綺麗で
読みやすい。一度中国から日本に搬送した資料をもう一度中国に戻して撮影することは問題が生
じ不可能であるが、技術と経費の点からいえば、はるかに中国の方が日本よりも優れているとい
える。
　以下、中国安徽省黄山市地方志辦公室収蔵の「徽州文書」中、デジタル化されて本学に提供さ
れた文書全1550件のうち、最初の150件を選び、筆者が読み取り目録化したものである。なお、
紙幅の関係により150件すべてを掲載できないため、比較的類似した文書は省略した。
中国安徽省黄山市地方志辦公室所蔵「徽州文書」目録の一部
＊□は解読できない字
  1，嘉慶九年桂之燃等立賣契
  2，乾隆六十年桂光讀立賣契
  3，中華民国三年桂光楙補契執照
  4，同治六年桂榮三立賣契
  5，中華民国二十四年桂長江賣契
  6，中華民国二十四年桂長江立賣契
  7，中華民国十二年桂邵廷立杜賣契
  8，中華民国三年安徽財政廳升科執照
  9，嘉慶十三年方學鴨立賣契
 10，光緒二十一年桂雙根立賣契
 11，中華民国十一年桂月中立杜賣契
 12，嘉慶八年桂光詳立賣契
 13，道光二十二年桂財喜立賣契
 14，光緒八年桂有保立杜賣契
 15，光緒十三年鄒□保立杜賣契
 16，光緒二十一年周一治立杜推契
 17，光緒十五年桂炳成立杜賣契
 18，光緒二十八年桂金水立杜賣契
 19，光緒二年桂阿任氏立杜賣契
 20，光緒二十六年桂紹森立杜賣契
 21，丙辰六年桂道炆立賣契
 22，光緒二十六年桂紹森立杜賣契
 23，光緒二十五年桂紹森立杜賣契
 24，隆慶四年桂榜興立賣契
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 25，嘉慶十七年桂之滾立賣契
 29，光緒十八年汪以華立押契
 30，光緒二十八年桂金水立杜賣契
 31，光緒二年桂阿任氏立杜賣契
 32，光緒十一年鄒□保立承約
 33，光緒二年桂阿任氏立杜賣契
 34，光緒十九年汪以寛立賣契
 35，嘉慶二十年桂阿程氏立頂約
 36，光緒二年桂天信立杜賣契
 37，光緒十一年鄒□保立杜賣契
 38，嘉慶十四年桂之□等立議清白合同
 39，同治五年、光緒十一年、三十年、三十四年桂仕公土地台帳
 40，道光十二年桂徳宝立賣契
 41，嘉慶三年桂之洚立賣契
（略）
 53，中華民国二十二年鄒生養立推契
 54，中華民国十八年汪明川立借字
 55，中華民国二十九年桂炳坤立杜賣契
 56，中華民国十六年桂國亮立杜賣契
 57，乾隆五十九年桂□□立賣契
 58，光緒二十七年桂金水立杜賣契
 59，乾隆三十八年桂峰寧立賣契
 60，道光二十九年桂道明立頂字
（略）
 70，同治八年舒澍霖立典價字
（略）
 98～ 105，曹光滸鬮書（中華民国元年曹文興立嘱書）
106，道光二十七年李承華立収領
107，咸豊七年高長安立租批
108，中華民国十七年詹炳安等立合同字據
109，中華民国十七年詹炳安等合同據
110，道光十四年曹徳羔立典契
111，乾隆五十九年余□榮・曹紹起立遵拠
112，道光二十六年曹紹徳立収領
113，咸豊三年曹文江立筆據
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114，中華民国十二年詹炳安立當大小買田税契
（略）
134，嘉慶三年呉五聖立租批
135，嘉慶十三年曹玉明立賣契
136，道光十三年曹徳霖立賣契
137，中華民国三十六年詹其立抵質字
138，乾隆五十八年黄岺川・魏立山立包約
139，道光十年曹紹鑑立賣契
140，道光十三年曹徳羔立賣契
141，道光二十四年詹永齡立當小買園批
142，中華民国二十一年詹恵公支下族長詹治徳等立拼批
143，康煕十年呉國田立賣契
144，康煕五十年呉國田立議墨
145～ 147，中華民国二十一年呉新泰長房鬮書
148，光緒二十六年呉裕後堂大房徳成・弐房徳義立収字
149，光緒十五年呉發受立推地税紙
150，中華民国七年呉厚基當田租契
（以下、略）
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1， 嘉慶九年桂之燃等立賣契
3， 中華民国三年桂光楙補契執照
史資料ハブ／事業提携推進プロジェクトの紹介
96
29， 光緒十八年汪以華立押契
98， 曹光滸鬮書（中華民国元年曹文興立嘱書）
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99， 曹光滸鬮書（中華民国元年曹文興立嘱書）
100， 曹光滸鬮書（中華民国元年曹文興立嘱書）
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101， 曹光滸鬮書（中華民国元年曹文興立嘱書）
102， 曹光滸鬮書（中華民国元年曹文興立嘱書）
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103， 曹光滸鬮書（中華民国元年曹文興立嘱書）
104， 曹光滸鬮書（中華民国元年曹文興立嘱書）
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105， 曹光滸鬮書（中華民国元年曹文興立嘱書）
108， 中華民国十七年詹炳安等立合同字據
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110， 道光十四年曹徳羔立典契
112， 道光二十六年曹紹徳立収領
